
1

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一般事務事業 資産経営室

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

現在、条例で定めている土地開発基金設定額は、土地開発公社解散残高で
あり、今後、土地の先行取得に影響（残高不足）が出る恐れがあるため、必要
額を見直します。

令和 元 年度

継続

実施区分

④ 土地開発基金繰出金事業 資産経営室
土地開発基金の運用の結果得られた運用益等について、土地開発
基金へ繰出す。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

―
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

固定資産台帳データの精緻化を図り、財務諸表への反映等を通じ説明責任を
より果たしていくとともに、公共施設最適化の推進に貢献を図っていくことが今
後の検討課題であると認識しています。

令和 元 年度

継続

実施区分

③ 固定資産台帳管理事業 資産経営室
新公会計制度の導入に伴い、市が所有する固定資産のデータを管理
し、固定資産台帳管理システムの保守、運用を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

1,082
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

公共施設の計画的な利活用や維持管理、長寿命化等を推進するため、一般
建築物についての個別施設計画を策定することが必要です。一過性のものと
ならないよう、今後も継続的に取組むことが必要であると認識しています。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 公共施設最適化推進事業 資産経営室
　公共施設を経営資源として位置づけ、財務、供給及び品質の３つの
視点の総合的かつ適切な調和を図り、最適化を推進する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

17,582
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

老朽化が進む市有建築物を適切に維持保全するため、今後も計画的に老朽
化対策工事を進める必要があり、そのための設計業務を効率的に実施するた
めの手法や、工事の実施に伴い増加する図書類の電子データ化について今
後検討が必要であると認識しています。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 市有建築施設管理事業 資産経営室
　市有建築物の設計業務及び工事監理業務を支援し、業務の効率化
を図るとともに、総合的・計画的な維持保全の推進のため、市有建築
物保全システムによる情報の一元的な管理を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

10,178
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

812 施策 公共施設の最適化

資産経営事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

1


